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○旭市企業誘致及び雇用の促進に関する条例  

平成３１年３月２５日  

条例第２号  

（目的）  

第１条  この条例は、市内において事業所の新設又は増設を行った者に

対して奨励措置を講じ、もって市の産業振興及び雇用の促進に寄与す

ることを目的とする。  

（定義）  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。  

（１）  事業者  次に掲げる事業を営む法人又は個人をいう。  

ア  統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統

計基準である日本標準産業分類に規定する産業のうち、別表に掲げ

る事業  

イ  産業振興及び雇用の促進に資すると市長が認める事業  

（２）  対象施設  事業者が市内に新設又は増設する事業所及び関連

施設で規則で定める施設をいう。  

（３）  新設  次に掲げる事業者が対象施設のうち、事業所を新たに

設置すること、又は事業所及び関連施設を新たに設置することをい

う。  

ア  市内に事業所を有しない事業者  

イ  市内に事業所を有する事業者で新事業を展開する事業者  

（４）  増設  市内に事業所を有する事業者が対象施設を拡充するこ

とをいう。  

（５）  投下固定資産額  第７条に規定する奨励措置の適用の決定を

受けようとする前年の１月１日から１２月３１日までの間に、事業

者が新設又は増設に要した費用のうち、地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第３４１条に規定する土地、家屋及び償却資産の取得

に要したものの合計額をいう。  

（６）  常用雇用者  事業者と雇用契約を結んだ者であって、次に掲

げる要件のいずれにも該当するものをいう。  

ア  当該雇用契約が雇用期間の定めのないものであること。  
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イ  雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項に規定

する被保険者であること。  

（奨励措置）  

第３条  奨励措置は、次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）  固定資産税の課税免除  

（２）  奨励金の交付  

（３）  その他市長が必要と認める施設的便宜の供与  

（奨励措置適用の要件）  

第４条  奨励措置は、次の各号に掲げる要件のすべてを満たした事業者

に適用するものとする。  

（１）  投下固定資産額が、新設を行う事業者については５，０００

万円以上、増設を行う事業者については３，０００万円以上である

こと。  

（２）  常用雇用者が５人以上であること。  

（３）  市税等に滞納がないこと。  

（４）  旭市暴力団排除条例（平成２４年旭市条例第２号）第２条に

規定する暴力団若しくは暴力団員等又は同条例第９条に規定する暴

力団密接関係者に該当しないこと。  

（５）  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２

３年法律第１２２号）に基づく許可又は届出を要する事業に該当し

ないこと。  

２  前項の規定にかかわらず、産科又は小児科の事業者については、同

項第１号（新設を行う事業者の投下固定資産額の要件の部分に限る。）

及び第２号の規定は、適用しない。  

（固定資産税の課税免除）  

第５条  第３条第１号に規定する固定資産税の課税免除は、対象施設に

ついて、最初に市が固定資産税を課することとなる年度以降５か年に

おいて市が課する固定資産税とする。この場合において、土地につい

ては、取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とする

対象施設の建設があった場合に限るものとする。  

２  前項の規定にかかわらず、旭市過疎地域における固定資産税の課税

免除に関する条例（令和３年旭市条例第２７号）の規定による固定資
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産税の課税免除の適用を受ける固定資産税については、当該課税免除

の期間中この条例の規定による固定資産税の課税免除をしないものと

する。  

（奨励金の交付）  

第６条  第３条第２号に規定する奨励金は、次の各号に掲げるとおりと

する。  

（１）  緑化奨励金  整備した緑地（規則で定める緑化奨励金の対象

となる緑地をいう。）に対し、当該緑地面積１平方メートルにつき、

２，０００円を乗じて得た額とする。ただし、その額が１，０００

万円を超えるときは、１，０００万円とする。  

（２）  雇用奨励金  新たに雇用した常用雇用者（規則で定める雇用

奨励金の対象となる常用雇用者をいう。）１人につき、３０万円を

乗じて得た額とする。ただし、その額が１，２００万円を超えると

きは、１，２００万円とする。  

２  前項の奨励金は、第３条第１号に規定する奨励措置を適用する場合

に限り、交付することができる。  

（奨励措置適用の決定）  

第７条  第３条に規定する奨励措置の適用を受けようとする事業者は、

規則で定めるところにより市長に申請し、奨励措置適用の決定を受け

なければならない。  

（承継）  

第８条  市長は、前条の奨励措置適用の決定を受けた事業者に合併、譲

渡その他の理由により事業主体の変更があった場合は、当該事業を承

継した事業者に奨励措置を適用することができる。  

２  前項の適用を受けようとする事業者は、事業承継の日から３０日以

内に、権利の取得を証する書類を添えて、書面をもって市長に届け出

なければならない。  

（奨励措置の取消し及び停止）  

第９条  市長は、奨励措置適用の決定を受けた事業者が次の各号のいず

れかに該当すると認めるときは、その決定を取り消し、又は奨励措置

を停止することができる。  

（１）  決定を受けた対象施設の稼動開始が予定日よりも著しく遅延
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したとき。  

（２）  事業を廃止し、若しくは休止したとき、又は事実上廃止若し

くは休止の状況にあるとき。  

（３）  決定の際に奨励措置適用の要件を欠いていたことが明らかに

なったとき。  

（４）  不正な行為により奨励措置適用の決定を受けたとき。  

２  市長は、前項の規定により、奨励措置適用の決定を取り消し、又は

奨励措置を停止した事業者に対して、既に交付した奨励金及び奨励措

置に要した費用の全部又は一部を返還させ、免除した固定資産税を追

徴することができる。  

（審議会）  

第１０条  企業誘致及び雇用の促進に関する事項を調査審議するため、

旭市企業誘致審議会（以下「審議会」という。）を設置する。  

２  審議会は、市長の諮問に応じて意見を答申し、又は必要と認める事

項について意見を具申することができる。  

３  市長は、次の各号に掲げる事項については、審議会の意見を聴くも

のとする。  

（１）  奨励措置を適用する対象施設の決定  

（２）  前号に掲げるもののほか、この条例の施行について重要な事

項及びこの条例の目的を達成するために必要な事項  

（委員）  

第１１条  審議会の委員の定数は、５人以内とする。  

２  審議会の委員は、商工業関係団体、関係官公庁及び学識経験者のう

ちから市長が委嘱する。  

３  委員の任期は、２年とし、連続して委嘱できる期数は、３期までと

する。  

４  前項の規定にかかわらず、関係官公庁のうちから委嘱された委員の

任期は、当該職にある期間とする。  

５  委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間と

する。  

（役員）  

第１２条  審議会に、会長及び副会長を置く。  
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２  会長及び副会長は、委員の互選による。  

３  会長は、会務を総理し、審議会を代表する。  

４  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたとき

は、その職務を代理する。  

（審議会の会議）  

第１３条  審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。  

２  会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。  

３  会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。  

（意見の聴取）  

第１４条  会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議へ

の出席を求めて意見を聴くことができる。  

（委任）  

第１５条  この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、公布の日から施行する。  

（旭市企業誘致条例の廃止）  

２  旭市企業誘致条例（平成１７年旭市条例第１０１号）は、廃止する。  

（経過措置）  

３  この条例の施行の日の前日までに、廃止前の旭市企業誘致条例（以

下「廃止前の条例」という。）に基づき、奨励措置を受けている者の

固定資産税の課税免除については、第５条の規定にかかわらず、なお

従前の例による。  

４  この条例の施行の際に、現に廃止前の条例に基づき委嘱された旭市

企業誘致審議会の委員（以下「委員」という。）は、第１１条第２項

の規定により委嘱されたものとみなし、その任期は、廃止前の条例に

基づき委嘱された委員の残任期間とする。  

附  則（令和３年１１月３０日条例第２７号）抄  

（施行期日）  

１  この条例は、公布の日から施行する。  

附  則（令和６年３月１９日条例第１３号）  
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（施行期日）  

１  この条例は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２  この条例による改正後の旭市企業誘致及び雇用の促進に関する条例

の規定は、令和６年１月１日以後の新設又は増設に係る奨励措置につ

いて適用し、同日前の新設又は増設に係る奨励措置については、なお

従前の例による。  

別表（第２条関係）  

大分類  中分類  小分類  備考  

農業、林業  農業   規 則 で 定 め る 植

物工場に限る。  

製造業     

情報通信業     

運輸業、郵便業  道路貨物運送業  

倉庫業  

運 輸 に 附 帯 す る

サービス業  

  

卸売業、小売業     

学術研究、専門・

技術サービス業  

学術・開発研究機

関  

  

宿泊業、飲食サー

ビス業  

宿泊業  旅館、ホテル   

生 活 関 連 サ ー ビ

ス業、娯楽業  

娯楽業  公園、遊園地   

医療、福祉  医療業  一般診療所  産科、小児科に限

る。  

 


